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2004年度大学決算は、2005年5月12日開催の大学予算委員会および大学評議会、5月28日開催の理事会で承認されました。

2004年度は、新設した学部学科、研究科の円滑な運営に注力するとともに、教育研究条件の整備充実を図るための事業として、教育開発センターの

設置、ＧＰＡ制度導入等に伴う教務システムの開発、マルチメディア教室や図書館の整備、e-Learning環境の整備などを重点的に実施しました。また、

学生支援事業として、学生寮の改修、「同志社大学特定寄付奨学金制度」の創設、課外活動支援の強化、キャリアアドバイザーの採用を行いました。その

ほか、一般入試に「全学部日程」を追加するなどの入試制度見直し、東京オフィスの拡充、東京リエゾンオフィスの開設、新設学部の周知広報などにも

取り組みました。

建設事業では、臨光館（新町）、夢告館、恵喜館、京田辺第２特高電気室（以上京田辺）などの建設事業やＪＲ同志社前駅の整備事業、クラーク記念館

の保存修理事業、同志社小学校設置に係る整備事業を実施しました。

このように2003年度に引き続き大規模な事業を展開しましたが、入学者数の確保、入試志願者数の増加とともに、補助金や事業収入など外部資金の

導入が進んだ結果、収支バランスの改善を図ることができました。

以下、収支計算書に基づき主な収支の内容について説明します。

人件費は162億円で、帰属収入に占める割合（人
件費比率）は50%となりました。学部学科、研究科の
新設および教員充実計画による増員や、退職給与
引当金引当率の引上げに伴う繰入額の増加などに
より、前年度に比べ12%上昇しました。
教育研究経費は109億円で、経常的な教育研究活
動に要した経費です。研究費および実験実習費な
どの予算繰越による執行残、光熱水費の節減などに
より、予算に対して3億円の減少となりました。
管理経費は14億円で、大学の維持管理や学部学

科、研究科の開設準備に要した経費です。
繰入金は22億円で、主に女子大学による薬学部棟
建設のための法人内資金調達額です。
施設関係支出は37億円で、夢告館、臨光館、恵喜

館その他の建設事業やクラーク記念館の保存修理事
業、小学校設置に係る整備事業などによる支出です。
設備関係支出は18億円で、教育研究用機器備品、
図書などの固定資産取得に係る支出です。
翌年度基本金組入額繰延額は2億円で、固定資産
取得額を上回る除却額があるため、基本金組入額を
翌年度に繰り延べるものです。
借入金等返済支出は4億円で、償還計画に基づき
計画通り返済しました。
第2号基本金組入額は、組入計画に基づき、教学

施設整備資金12億円、研究装置設備等整備資金2億
円、情報基盤整備資金1億円の合計15億円を組み入
れました。
第3号基本金組入額は、組入計画は2003年度をも
って終了しましたが、使途特定寄付金を奨学金基金
などに組み入れました。
第4号基本金組入額は、法人全体の組入計算に

基づき必要額を組み入れました。
特定支出準備金繰入額は2億円で、使途特定寄付
金および研究費などの予算繰越額を決算において
繰り入れたものです。
支出の部合計は391億円で、予算に対して5億円
の増加となりました。

収入の部 支出の部 収支差額
学生生徒等納付金は247億円で、帰属収入に占

める割合（学納金比率）は75%と大きな比重を占め
ています。
手数料は15億円で、入学検定料が主なものです。
寄付金は3億円で、教育研究施設等整備資金寄付
金、奨学寄付金、寄付教育研究プロジェクトなど教育
研究活動への寄付金、奨学事業への寄付金、機器備
品や図書などの現物寄付金を受入れました。
補助金は40億円で、国庫補助金が主なものです。

このうち経常費補助金については、一般補助は補助
金配点の上昇により、また特別補助は法科大学院支
援経費など新規補助項目の追加や申請経費の増加
などにより、大きく増収となりました。その他の国庫補
助金では施設設備対象の補助金として研究装置、情
報通信装置などの採択を受けました。
資産運用収入は4億円で、基本金引当資産の運用
収入および預金などの受取利息・配当金、施設設備
利用料収入などです。
事業収入は4億円で、企業からの受託研究費など

の受託事業収入および補助活動、付属事業収入が
主なものです。
雑収入は10億円で、私立大学退職金財団からの交
付金収入が主なものです。
繰出金は3億円で、法人内諸学校からの資金調達

額の返済額が主なものです。
分担金は1億円で、法人業務に係る法人内諸学校

の負担分です。
固定資産除却額は13億円で、旧臨光館などの解

体除却および機器備品の償却期間完了に伴う除却
額です。
前年度基本金組入額繰延額は5億円で、前年度か
ら繰り延べられた旧渓水館などの解体除却に係る固
定資産減少額を、今年度の基本金組入額の減額項
目として計上しているものです。
借入金等収入は1億円で、学校債発行による借入

額です。
第2号基本金取崩額は20億円で、夢告館、恵喜館
などの建設資金および研究装置の取得資金のため
の取崩額です。
特定支出準備金取崩額は2億円で、使途が特定さ
れた準備金の取崩額です。
収入の部合計は368億円となり、手数料、補助金な
どの増額により予算に対して19億円の増収となりました。

収入の部合計から支出の部合計を差し引いた当
年度消費収支差額は23億円の支出超過となり、帰
属収入の増加などにより、予算に対して15億円改善
しました。しかしながら、累積消費収支差額としては
220億円の支出超過額を翌年度以降に繰り越すこ
とになります。

借入金
借入金残高は、前年度末に対して3億円減少し、当
年度末では25億円となりました。

自己資金の不足額
消費支出超過額は内部資金の不足額であり、借

入金は外部資金への依存額です。したがって、こ
の両方を合わせた金額が自己資金の不足額とな
ります。
前年度末の不足額は226億円でしたが、当年度末

は20億円増加して246億円となりました。
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■収支構成図

■収支計算書

用 語 解 説

● 収 支 計 算 書 ●
学校法人会計基準に基づく消費収支計算書においては基本金組入額を帰属収入から
控除して表示しているので、収支の内容をよりわかりやすくするために、消費収支計算書
に基本金組入計算に係る各項目をそれぞれ収入・支出の部に計上したのが『収支計算
書』です。

● 基 　 本 　 金 ●
第１号基本金は、学校法人が、教育研究活動に供するため、自己資金により取得した固定資
産の価額です。
収支計算書において第1号基本金組入額は、支出の部に取得した固定資産（施設関係支出、
設備関係支出、現物寄付資産）の額を表示し、さらに過年度取得した固定資産に係る借入金
等返済支出を表示しています。また、収入の部に固定資産取得に係る借入金等収入、固定
資産除却による再取得価額などを表示しています。
第２号基本金は、将来取得する固定資産に充てるための資金です。
第３号基本金は、基金として継続的に保持し、その運用果実により教育研究活動の遂行を支
援するための資金です。
第４号基本金は、恒常的に保持すべき資金として学校法人会計基準が定める額です。

2004（平成16）年4月1日から2005（平成17）年3月31日まで （単位：千円）
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